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臨教審第二次答申を読んで
一一第一次答申との比較を中心に一一
東京家政学院大学 Lj m )11ft 子
1. はじめに
臨時教育審議会の「教育改革に関する第二次答申J が 本年(昭和61年) 4月23日lζ提IUされた。
以下lζ，その内容を， I司審議会が昨年6月26日lζ提出した第一次答申と比較しながら検討してゆき
fこし ¥0
2. 評価できる点
(1 )教育基本法の尊重
評価できる点として，まず，第二次答申の中で教育基本法の尊重を明記したことをあげたい。
教育基本法の精神について 第一次答申では 「本審議会は，一一一 I~]略一一教育基本法の精神に
のっとり審議を進めてきたJ (はじめに)， I今次教育改革は，教育基本法の精神にのっとって進
められるものであるJ (第一部 教育改革の基本方向，第四節 改革の基本的考え方)， I教育基
本法の精神が，今後の我が国の教育に生かされるよう，その正しい認識の確立に努めるJ (第二部
本審議会の主要課題 l 二十一世紀に向けての教育の基本的な在り万， (1) 教育の目標)と述べ
ているのみである。
これに対して，第二次答申ではIF'教育基本法の精神J という項自を新たに設けて「今次教育改
革は，幅広い国民的合意を基礎に 教育基本法の精神を我がI~の教育土壌にさらに深く娘付かせ，
二十一\il:~;己 iζ 向けて乙の精神を創造的 lζ継承 発展させ 実践的に具体化していくことでなければ
ならないJ (第]部 二ト一世紀lζ向けての教育の基本的な在り方，第 4節 二十一世紀のための
教育の自標， (1) 教育基本法の精神)と明記し，教育基本法の精神についての臨時教育審議会(以
下， I語教審)の考え方にもかなり紙面を害IJいている。
(2) 教育荒廃の要盟分析
今日の、教育の荒廃グともいうべき状況を招くに至った諸要因等についての第二次答申の分析は，
第一次答申のそれよりかなり充実しているといえよう。
教育の荒廃をもたらした原因と責任について 第二次答申では「その最も根深し 1ところで大入社
会全体にあるのであって，子どもたちはその犠牲者であるという。大入社会自身の自省!とi戒の視点
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を忘れてはならないJ (第 1部 二十一lH己に向けての教育の基本的な在り方，第 2節 学校教育
の荒廃， (2) 教育荒廃の諸要因)と述べ，税・教師・学校・社会のそれぞれにかなり率直な苦言を
呈している。
また，教育委員会lζ対しても， i近年の校内暴力，陰湿ないじめ，いわゆる問題教師なと，一連
の教育荒廃への各教育委員会の対応を見ると，各地域の教育行政に直接責任をもっ「合議制の執行
機関」としての自覚と責任感 使命感，教育の地万分権の精神についての理解，自主性，主体性lζ
欠け，二十一世紀への展望と改革への意欲が不足していると言わざるを得ないような状態の教育委
員会が少なくないと思われるJ， i教育委員会は，最近の一連の教育荒廃問題への対応等lζ見られ
るように， 1HIJ度として形骸化していたり，活力を失ってしまっているところも少なくなく， 1hlj度本
来の機能を十分に果たしているとは言い難しリ (し 1ずれも，第 4部 教育行財政改革の基本方向，
第 2節 地方分権の推進 (2) 教育委員会の使命の遂行と活性化)と述べ その原因についても教
育関係者の責任を厳しく追及している。
(3) 審議経過の概要公開
審議経過の概要もかなり詳しく公開されており，特lζi取教審編集の月刊誌-Ú~臨教審だより d (Cは，
i布教審委員および伺専門委員の各人の間の考え万や意見の相違もあまり隠蔽せずに掲載しようと努
めている姿勢が感じられる。また，同誌では，毎回，各地で行われている教育実践や先導的試行な
ども紹介されている。
これらの点で，同誌は従来の政府による広報誌とは一味違ったものになっている。
(4) 歴史認識
(1) 
第一次答申では，今日の状況に至るまでの歴史認識が希薄だった。それに比べると，第二次答申
では，一応臨教審なりの歴史認識は打ち出されているといえよう。
3. 改善を求めたい点
[罷代政府の文教政策についての分析が欠如していることを，第ーに指摘せねばならない。
第二次答申では，戦後教育を三つのl時期に区分し，昭和27年から同46年までの時期を第二期とし，
その時期について f占領J~J(C骨組みのできあがった新教育制度にいくつかの制度上の手直しが行わ
れたのち，戦後復興期から高度経済成長期にかけての戦後教育の量的拡大 大衆化と制度の整備拡
充の時期J (第 l部 二十一世紀に向けての教育の基本的な在り方，第 1節 歴史の教訓， (2) i第
二の教育改革Jと戦後の教育)としている(傍点筆者)。
このように第二次答申が，昭和27年~46年までの時期を「新教育制度にいくつかの制度上の手直
しが行われたJとして済ませてしまっている乙とについては，異論を持つむきも多いのではないだ
ろうか。
??
先iζ，第二次答申の評価できる点として，問答申が今日の教育の荒廃を招いた原因と責任は「大
入社会全体にある」と述べ親・教師・学校・社会の責任についてかなり厳しく言及している乙とを
あげた。それだけに，歴代政府の文教政策を組Jこに載せることを意識的に回避しているかのような
答申の記述は，戦後教育の分析としてはあたかも函竜点晴を欠くの如くであり，その姿勢は私心な
く教育のあり方を I~号う審議会のものとしては著しく徹底を欠いているといえよう。
昭和25年(1950年)の朝鮮戦争以後のアメリカの対日政策の変化もあり，戦争直後の教育改革
(答申では戦後教育の第一期としている昭和20年から 27年までの ll~j:W3 が，乙れにあたる)が批判さ
れ，修正が主張されるようになる。
(2) 
この間の推移を見てゆくと 以下の如くである。 1952年に天野貞祐文相から岡野清豪文相へか
わる。これは， I学者文相Jから「党人文相」への交代ともいえよう。さらに 1953年に， I日内務
官僚の大達茂雄が文相lζ就任し文部行政の方向が急変する。 1954年の「義務教育諸学校lζおけ
る教育の政治的中立の確保l乙1*1する臨時措置法J， 1956年「教科書法案JI地方教育行政の組織
及び運営に関する法律J (教育委員の公選制度の廃止 任命1Mの発足) ， ] 957年勤務評定の実施，
1958年学習指導要領の改訂による基準性の強化と道徳、の特設。
稲垣忠彦は， I (このような)一連の施策のもとで分権は消去され，教育内容，教師への統制か
(3) 
すすめられていった」 と述べ，また I(戦争直後の教育改革に加えられた修正は〉教育基本法，
六・三・三・[~制という理念と制度を存続しつつ 教育の中央集権化，教育内容の規制をなしくず
(4) 
しが]にすすめることによって，教育の実体を管理するという方式によってすすめられたj として
いる。この見解は 概ね妥当なものといえよう。
臨教審l乙は，親や教育関係者の責任を追及する際に見せた鋭さや率直さを，乙れまでの文教政策
を分析する際にも大いに発揮してもらいたい。
4. 実現に関する危慎
臨教審の提出した答申を受けそれを実現してゆく第一の責任は，政府lζある。
だが，答申の提案が政府によって確実に実施されてゆくかどうかについての危'倶は， l:車教審委員
(5) 
自身にもあるようだし また教育界を始めとする国民の強い抵抗や批判を予想している専門委員も
る;6)
答申では具体化の手順が明記されていないため，文部省が都合のよい部分だけを、つまみ食い H
、(7)
するのではないかという懸念を持つむきもあれば，現場の裁量で弾力的に扱うことが認められてい
たはずのものが上から降りてくる間に次第に硬直化してしまうという構造や，現場の末端硬直的な
(8) 
体質を指摘する声もある。
また，答申の提案を一応評価しながらも，それが実施された場合に生じる幣害を危倶するものも
(9) 
いる。
第二次答申は財政の裏付けを欠いているため実現性が不明だったが，答申提出後，藤尾文相の就
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任，財政難による教育改~!íî予算獲得φのつま 1 き等， I臨教審を取り巻く;環境は今や前途多難である。
5. おわりに
教育荒廃といわれるiやでも，臨教審の答申の如何を待つまでもなく，全国各地で地道な教育活動
の実践も重ねられている。
委員25名，専門委員20名という多人数で，ともかく一つのまとまった見解を打ち出そうとしてき
た臨教審の努力は多とすべきかもしれない。だが，どのような答申もすべての国民を満足させるこ
とは不可能だろう。また 答11'1のjs案がたとえ完壁に実現されても，なお不満を抱く i主i民もいよう。
し可かに*1消しい提案がなされ，それに忍づく行きj討し可た制度が実現されても， 1主i誌の一人一人か
それぞれの丘J;tjからそれに主体(1守に参加し，それを支え育ててゆこうとしなければ，せっかくの制
度も両餅に帰すことになるだろう。答申や政府の対応を待つだけでなく，一人一人がまず自分の守
備範1mでできる小さなことから始めてゆくのが，迂遠なようだが改革への設も着実かっ確実な道か
もしれない。
日i
(1) これについては， IJI1311良子「忘れられた出発点J IF'学校経営研究dj 1986年 4月 p. 25--
28を参照。
(2) 以下の部分は，稲垣忠彦「戦後教育を考える J 岩波書目 1984年 p.59からの引用を中心
にまとめた。
(3) 稲垣忠彦 r戦後教育を考える」 岩波書活 1984年 p.59 
(4) 稲J:Ei忠彦 r戦後教育を考える J 岩波書庖 1984年 p.6 
(5) 例えば， 1 在、は!布教審を I~~ずる i療には，行革審みたいなものをつくってずっと答申が実現され
るよう見守る仕組みをつくっていくということが大事だ、と思います。これは最終答申に感り込ま
なければいけない一つの事項だと思いますね。この答申は霞の大きな改革の方針だということで，
政府が受け継いでいくためのシステムをっくり上げるということで提言すべきではないでしょう
かJ (1-的教審答申をめぐって」臨時教育審議会編「臨教審だより」 第一法規 1986年 7月
号 p. 32の宮田義二委員の発言)
(6) 菊池幸子「創造的答申と勇気ある実践をJ IF'説教審だより J 第一法規 1986年 7月号(通
巻第 23号) p. 15参照。
(7) r臨教審の役割と課題j 朝日新聞 1986年 8月21E3 親子iJ 4函
(8) 村田栄一「八万美人的目配りのよさが失わせるメスの冴えJ u"'4羽目ジャーナ )Vdj 朝日新聞社
1986年 5月5E3号 p.8 
(9) 例えば， ~j三波学習体系の構想を一応評価しながらも， rし1つ，ど乙で学んでも，それが評価さ
れるJということによって，社会全体が新たに<資格社会>となる危険がありはしないか(教育
?
?
?
?
改革開会、とbi信教審答1ヨ批判J G"1I1界」 日波書!苫 1986 :ij': 7月号 p. 175) とか， I社会の学
校化JIζ転じる危険もある(村m栄一「八万美人的目配りのよさがうたわせるメスの冴えJ f'朝日
ジャーナノレJ 朝日新聞社 1986年 5月5日号 p. 7 )などの指摘。
65 -
